４．女性も男性もだれもが共感できる男女共同参画


（１）男性、子どもにとっての男女共同参画に向けた取組の推進

男女共同参画社会の実現が、一人ひとりにとって、もっと身近な問題として捉えられるよう、より多くの府民に理解と共感を広げるよう取組を進めます。

特に、男性にとって男女共同参画が自分自身にかかわる重要な問題であるとの認識が深まるよう取り組むとともに、さらには、企業経営者など組織の指導的な立場に多数を占めている男性への啓発に取り組みます。

また、次世代を担う子どもたちが、男女共同参画の理解を深め、将来を見通した自己形成ができるよう取組を進めていきます。さらに、ひとり親家庭の子どもや虐待を受けている子どもたちへの支援など、安全・安心に暮らせる環境の確保に向けた取組を進めます。
【具体的施策】

①　子どもの頃からの男女共同参画の理解の促進

ア　男女平等を進める教育・学習の推進　〔府民文化部、教育委員会〕
・男女共同参画社会を実現する上で、学校教育の果たす役割は非常に大きいことから、発達段階に応じて体系的に男女の人権尊重と男女平等について学ぶ教育を推進します。
・学校での教科指導、進路指導、生徒指導など、学校教育全体を通じて、男女の役割についての固定的な考え方に縛られず、子どもたち自身が主体的に学び、考え、行動する姿勢を育みます。また、家庭科教育の充実や総合的な学習の時間の活用に取り組みます。
・卒業後の進路決定だけではなく、子どもたち一人ひとりの内面の成長・発達を促し、将来にわたり男女を問わず一人の社会人・職業人として自立していく力等を育む、いわゆる「キャリア教育」を推進します。
・男女共同参画について教職員自身の正確な理解が深まるように、参加・体験型の研修を取り入れるなど、教職員研修の工夫・改善を図ります。
・学校において、授業中はもちろんのこと、教育活動の様々な部分において、決めつけによる固定的な男女の役割分担意識によって、無意識のうちに子どもたちの個性や能力発揮の機会を奪っていないか、日常的な点検を行うとともに、教職員研修の充実に取り組みます。
・校長、教頭などの管理職には男性が多いことから、女性教職員が学校運営の中心的な職務等で経験を積めるようにするなど、人材の育成に努め、管理職登用を計画的に推進します。
イ　家庭・地域等における男女平等に関する教育・学習の推進
〔府民文化部、福祉部、教育委員会〕
・保育所、幼稚園、保健所、市町村保健センター、図書館、公民館などの施設関係者をはじめ、子どもに接する様々な関係者や保護者等を対象とした、子どもの個性を尊重する態度を身に付けるための学習機会の充実や意識啓発に努めます。
②　子どもの安全・安心に向けた取組の充実

ア　児童虐待等への対応　〔福祉部、健康医療部、教育委員会、警察本部〕
・虐待対応の中心的な役割を担う子ども家庭センターの体制強化を進めるなど、虐待の予防・早期発見・早期の適切な対応に努めます。また、教育・医療・保健・福祉の関係者の資質向上を図るとともに、地域におけるネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の機能強化などの市町村との連携や市町村への支援を充実します。
・小･中学校における児童虐待への対応については、学校外の専門家等と連携したチーム支援を行うとともに、教育相談窓口を周知するなど、市町村においても支援体制が構築されるよう働きかけます。
・医療的ケア等が必要な子どもの保護者に対し、虐待予防の視点をもってきめ細かな養育支援を行います。
・児童虐待危機介入援助チームや、保護を要する子どもの総合的な権利擁護システムの適切な運用により、虐待などの権利侵害に対応します。
・児童相談所等の関係機関との緊密な連携による児童の安全確認・安全確保を最優先とした取組を推進します。
イ　子どもの安全・安心の確保　〔政策企画部、福祉部、教育委員会、警察本部〕
・犯罪等の被害を防止するため、小学校の余裕教室等を活用した地域安全センターの設置など、地域防犯ネットワークを構築するとともに、学校、家庭やＰＴＡ等の団体、地域住民、関係各機関等が連携し、地域ぐるみで子どもの安全を守る取組を推進します。また、市町村や関係機関と連携を図り、効果的な学校安全体制の構築を支援します。
・携帯電話・インターネット上でのいじめ等に対し、児童生徒が被害者にも加害者にもならないよう取組を推進します。
・児童買春・児童ポルノなどの少年の福祉を害する犯罪は、少年の心身に有害な影響を及ぼし、健全な育成を著しく阻害することから、取締りを強化し、被害少年の保護を図ります。
・「大阪府青少年健全育成条例」等関係法令に基づき適切に対応するとともに、関係機関・団体等と連携して、青少年を取り巻く社会環境を整備するための啓発活動等の対策を推進します。
・インターネット上の情報について、一定の条件により、受信するかどうかを選択できる機能を有する「フィルタリングソフト」、「フィルタリングサービス」の普及・啓発を通じて、高度化した情報通信技術を用いた青少年の健全な成長を阻害する有害情報に接することを防ぐ取組を進めます。
・子ども家庭センターにおいて、非行問題への対応、心理治療等を要する子どもへの対応、非行の背景となる虐待や経済的困難等複雑な問題を抱える家庭の調整など、個々の子どもと家庭の事情に即したきめ細やかな援助に力点をおいた支援を行います。
・子どもが健全に育つため、学校教育をはじめとした様々な場面におけるメディア・リテラシー向上の取組を進めます。

③　男性にとっての男女共同参画の推進　〔府民文化部、商工労働部、教育委員会〕
・心身の健康の保持増進の観点から、とりわけ男性の長時間労働等の働き方の見直しや労働時間の短縮などについて、広報・啓発を行います。
・育児・介護、地域活動等様々な活動に参画する男性の活躍事例を紹介することにより、男性の育児・介護、地域活動等への参画を促進するとともに、男性の家事・育児等への参画に関する社会的な評価を高めていきます。
・男性を対象とする講座の開催など、固定的な性別役割分担意識にとらわれない、男性が家庭や地域生活へ積極的に参加することを促すような、効果的な啓発に取り組みます。また、府民に身近な市町村において、男性向けの家事・育児講座等が実施されるよう府内市町村に働きかけます。
・中・高校生を対象とした育児体験学習の実施を進めます。
・男性が抱える悩みについての相談ニーズを把握し、今後の対応方策を検討します。

（２）男女共同参画の理解の促進

男女共同参画社会の実現に向けての府民意識の形成には、昨今の社会情勢の変化なども踏まえながら、その影響を分析しつつ、若い世代における就職難や非正規雇用の問題、中高年層における親の介護など、男女共同参画にかかわる問題が、それぞれの自分自身にかかわる切実な問題として捉え、理解を深めることができるよう取組を進めます。

また、企業経営者など組織の指導的な立場にある人や社会的に影響力のある人を対象とした啓発を実施するとともに、地域、学校、職場など様々な場において、市町村や企業、大学、経済団体、NPO等と連携して効果的な広報啓発に取り組みます。

【具体的施策】
①　身近な問題として、理解と共感を広げる取組の推進　〔府民文化部、商工労働部等〕
・若い世代には子育てや就職難、中高年層には親の介護など、府民一人ひとりが男女共同参画を自分自身にかかわる切実な問題として捉え、理解を深めることができる取組を進めます。
・男女共同参画週間、人権週間、男女雇用機会均等月間等の多様な機会を通じて、市町村や企業、NPOとの協働による啓発活動を行います。また、先駆的な取組の顕彰や、様々な分野で活躍する女性の紹介など、工夫をこらし効果的な啓発活動を行います。

②　企業経営者やオピニオンリーダー層の意識啓発　〔府民文化部等〕
・企業経営者など組織の指導的な立場にある層や社会的に影響力の大きい層に対し、重点的に啓発を行います。また、効果的な広報啓発を行うため、市町村、企業、大学、経済団体、ＮＰＯ等との連携により、府民啓発キャンペーンなどを行います。

③　多様な選択を可能とする教育・学習機会の確保
ア　自己実現を可能にする学習機会の確保　〔府民文化部〕
・男女の学習機会の充実を図るため、男女共同参画関連施設などにおける講座について、性別や年齢などにかかわらず、だれもが利用しやすいように配慮します。

イ　女性のエンパワーメントとチャレンジのための能力開発、学習機会の充実　〔府民文化部〕
・女性が自らの意思によって、社会のあらゆる分野における活動に挑戦し、参画するための力をつけるため、相談事業を実施するとともに、多様化・高度化した学習需要や情報ニーズに対応する、生涯にわたる学習機会を充実します。また、男女共同参画に関する法律を理解し活用する能力の育成を支援するための学習機会の拡充や情報提供に努めます。
④　メディアを活用した男女共同参画の推進　〔府民文化部、警察本部〕
・メディアの発信する内容を主体的に選択し、読み解き、活用できる能力を身につけるためのメディア・リテラシーの向上に向けた取組を進めます。
・新聞やメディアからの積極的な情報発信を進めるため、男女共同参画に関心を寄せているジャーナリストに情報提供する仕組みを検討します。

⑤　男女共同参画に関わる調査・研究、情報の収集・提供　〔府民文化部等全部局〕
・社会における男女が置かれている状況を客観的に把握するため、各種統計・調査は、性別データを把握し、あらゆる施策に男女共同参画の視点を盛り込む際の基礎資料とします。
・男女共同参画社会の形成に資するため、府民意識調査その他の各種の調査を実施するとともに、大学等と連携し、｢Ｍ字型カーブ｣の要因分析や、家庭における家事、育児、介護等についての社会的評価方法など、男女共同参画にかかる調査・研究を進めます。
・統計や調査・研究の結果を、講座の開催や各種媒体による提供を通じて、広く府民に還元します。また、大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）などにおいて、男女共同参画に関わる各種の情報を収集し、提供します。

社会的な制度や慣行の中には、一見すると性別による差を設けていない場合でも、結果的に男女に同じように機能せず、府民の意識に影響を与えている場合があります。社会の様々な場において、性別による固定的な決めつけにより、一人ひとりの個性や能力を発揮する機会が奪われることがないような男女共同参画社会の形成に向けて、より多くの府民に、理解と共感を広げるような取組が必要です。


若年層女性の一部には固定的な性別役割分担を肯定するなどの傾向が見られますが、固定的な性別役割分担により、社会の様々な場への参画や個人の活動の自由な選択が制限されることのないよう、男女共同参画社会の形成の必要性について若年層の理解を得ることが重要です。


また、男性に対しては、男女共同参画社会を進めることにより男性にとっても暮らしやすい社会につながるという理解を深めるとともに、次世代を担う子どもたちが、健やかに成長し、個性と能力を発揮していけるよう、子どもの頃から男女共同参画の理解を深め、将来を見通した自己形成ができるような取組が必要です。


大都市圏である大阪では、多様な人々が活動しており、それぞれの能力を発揮するダイバーシティの考え方が昔から息づいています。男女を問わずだれもが、能力を発揮できる社会の実現が必要です。


子育てをしている男女や子どもが安心して暮らせる社会、女性が元気に活躍できる社会は、男性も含めすべての人にとって住みやすい社会であるという男女共同参画がめざす社会の方向性を府民に伝えていくことが重要です。男女を問わずだれもが、能力を発揮できる社会の実現が必要です。
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